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大学発ベンチャーの現状
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⼤学発ベンチャー分類の推移
現存する大学発ベンチャーのうち、研究開発ベンチャーに分類される企業が最も多く

1,238社（59.1％）。
学生ベンチャーは436社。

2015年度 2016年度 2017年度
企業数 比率 企業数 比率 企業数 比率

1. 研究成果ベンチャー
大学で達成された研究成果に基づく特許や新たな技術・
ビジネス手法を事業化する目的で新規に設立されたベン
チャー

1,073 60.5% 1,107 60.0% 1,238 59.1%

2. 共同研究ベンチャー
創業者の持つ技術やノウハウを事業化するために、設立
5 年以内に大学と協同研究等を行ったベンチャー

172 9.7% 166 9.0% 191 9.1%

3. 技術移転ベンチャー
既存事業を維持・発展させるため、設立5 年以内に大学

から技術移転等を受けたベンチャー
68 3.8% 73 4.0% 78 3.7%

4. 学生ベンチャー
大学と深い関連のある学生ベンチャー 377 21.3% 387 21.0% 436 20.8%

5. 関連ベンチャー
大学からの出資がある等その他、大学と深い関連のある
ベンチャー

83 4.7% 112 6.1% 132 6.3%

分類不明 0 0.0％ 1 0.0％ 18 0.9％

合計 1,773 100.0% 1,846 100.0% 2,093 100.0%

出典：経済産業省「平成29年度大学発ベンチャー調査」
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上場している主な大学発ベンチャー

出典：経済産業省作成 （平成30年5月30日時点）

時価総額単位：百万円

No. 企業名 上場市場 時価総額
1 ペプチドリーム㈱ 市場第一部 565,100
2 ㈱ミクシィ マザーズ 270,679
3 CYBERDYNE㈱ マザーズ 191,188
4 ㈱PKSHATechnology マザーズ 157,536
5 サンバイオ㈱ マザーズ 136,099
6 ㈱ヘリオス マザーズ 80,773
7 ㈱ユーグレナ 市場第一部 76,100
8 KLab㈱ 市場第一部 61,860
9 ㈱ジャパン・ティッシュ・エンジニアリング JASDAQ 54,621
10 ㈱レノバ マザーズ 46,553
11 ㈱メタップス マザーズ 43,941
12 ㈱Gunosy 市場第一部 37,911
13 ㈱オプティム 市場第一部 35,538
14 アンジェス㈱ マザーズ 34,189
15 ㈱ドリコム マザーズ 29,116
16 マークラインズ㈱ JASDAQ 27,824
17 ㈱サインポスト マザーズ 27,734
18 ナノキャリア㈱ マザーズ 26,395
19 ㈱ユーザーローカル マザーズ 25,944
20 オンコセラピー・サイエンス㈱ マザーズ 23,966

No. 企業名 上場市場 時価総額
21 ㈱ディー・ディー・エス マザーズ 22,588
22 ㈱ディジタルメディアプロフェッショナル マザーズ 22,176
23 ㈱モルフォ マザーズ 20,778
24 ㈱ファーマフーズ 市場第二部 19,830
25 ㈱ジーンテクノサイエンス マザーズ 18,610
26 ㈱フェイス 市場第一部 17,994
27 ㈱リプロセル JASDAQ 17,768
28 ㈱ALBERT マザーズ 16,908
29 ㈱スリー・ディー・マトリックス JASDAQ 16,162
30 ㈱リブセンス 市場第一部 15,362
31 ㈱デ・ウエスタン・セラピテクス研究所 JASDAQ 15,213
32 ㈱カヤック マザーズ 15,194
33 ブライトパス・バイオ㈱ マザーズ 14,901
34 ㈱ブイキューブ 市場第一部 13,642
35 ㈱セルシード JASDAQ 13,047
36 ㈱インターアクション 市場第一部 13,028
37 カルナバイオサイエンス㈱ JASDAQ 12,673
38 ヒューマン・メタボローム・テクノロジーズ㈱ マザーズ 11,937
39 ㈱エスユーエス マザーズ 11,377
40 シンバイオ製薬㈱ JASDAQ 10,062

No. 企業名 上場市場 時価総額
41 ㈱ホットリンク マザーズ 9,793
42 アライドアーキテクツ㈱ マザーズ 8,569
43 テラ㈱ JASDAQ 8,551
44 オンコリスバイオファーマ㈱ マザーズ 8,148
45 ㈱カイオム・バイオサイエンス マザーズ 7,793
46 ㈱トランスジェニック マザーズ 7,782
47 ㈱ロックオン マザーズ 7,654
48 ㈱リボミック マザーズ 7,551
49 ㈱ユビテック JASDAQ 5,931
50 ㈱UMNファーマ マザーズ 5,515
51 ㈱はてな マザーズ 4,813
52 ㈱DNAチップ研究所 市場第二部 4,712
53 ㈱フィット マザーズ 4,582
54 ㈱キャンバス マザーズ 3,865
55 クラスターテクノロジー㈱ JASDAQ 2,949
56 ㈱フェニックスバイオ マザーズ 2,888
57 ㈱アドメテック PRO Market 609
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経営陣の構成

経営陣の平均人数は3.2人、うち経営陣に大学研究者が含まれる割合が60.3％、同じ
く女性が26.6％、外国人が4.7％。
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出典：経済産業省「平成29年度大学発ベンチャー調査」
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現在の代表取締役の経歴

現在の代表取締役の経歴は、理工系の大学・公的研究機関の研究者が最も多く
41.9％。ついで企業の技術者・研究者が31.2％。
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出典：経済産業省「平成29年度大学発ベンチャー調査」
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大学関係者が企業で担っている役割

大学関係者が、大学発ベンチャーにおいて現在担っている役職・役割は、技術顧問が最
も多く55.3％。ついで、CEOやCTOとなっている。
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出典：経済産業省「平成29年度大学発ベンチャー調査」
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最大出資者

最大出資者は、創業者が最も多く62.3％。取締役や従業員、創業者の家族・知人が
最大出資者である企業と合わせると83.0％。
事業会社が最大出資者である企業は6.7％、VCは5.2％。
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出典：経済産業省「平成29年度大学発ベンチャー調査」
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ベンチャーキャピタル等から受けている資金提供以外の経営面に対する支援

ベンチャーキャピタルからの支援はビジネスプラン・資本政策作り、取締役としての経営参加
が多い。
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出典：経済産業省「平成29年度大学発ベンチャー調査」
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コア技術研究に対する国からの支援の状況
国等の支援施策を活用したことのある大学発ベンチャーは約３分の２。

※旧：新エネルギーベンチャー技術革新事業（NEDO）
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他者とのアライアンス
領域別のアライアンス先については、研究領域及び開発領域では大学・公的研究機関が多く、製

造・生産や販売・マーケティングでは中小企業（国内）が多い。
今後の希望については、現状と比較すると、開発領域、製造・生産領域、販売・マーケティング領域

において特に大企業や海外企業とのアライアンスを希望する企業の割合が増加。
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【既に実施済】 【今後の希望】

出典：経済産業省「平成29年度大学発ベンチャー調査」
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大学別の大学発ベンチャー数
各大学で軒並み増加。特に名古屋大学は2016年から2017年にかけて約２倍増。

順位 大学名 企業数 順位 大学名 企業数
1 東京大学 245 59 岐阜大学 7
2 京都大学 140 59 静岡県立大学 7
3 筑波大学 98 59 名古屋市立大学 7
4 大阪大学 93 59 豊橋技術科学大学 7
5 九州大学 81 59 和歌山大学 7
6 早稲田大学 74 59 山口県立大学 7
7 名古屋大学 69 59 福岡大学 7
8 東北大学 56 68 東京医科歯科大学 6
9 東京工業大学 53 68 山梨大学 6

10 デジタルハリウッド大学 52 68 関西大学 6
11 慶應義塾大学 51 68 大阪産業大学 6
12 北海道大学 49 68 香川大学 6
13 龍谷大学 43 68 北九州市立大学 6
13 広島大学 43 68 宮崎大学 6
15 九州工業大学 39 75 弘前大学 5
16 神戸大学 31 75 秋田大学 5
16 岡山大学 31 75 理化学研究所 5
18 会津大学 29 75 北里大学 5
19 名古屋工業大学 27 75 東京理科大学 5
20 立命館大学 26 75 東京女子医科大学 5
21 グロービス経営大学院大学 24 75 横浜市立大学 5
22 同志社大学 23 75 兵庫県立大学 5
23 日本大学 21 75 島根大学 5
23 静岡大学 21 84 北見工業大学 4
23 三重大学 21 84 千歳科学技術大学 4
26 東京農工大学 20 84 秋田県立大学 4
26 光産業創成大学院大学 20 84 宇都宮大学 4
26 大阪府立大学 20 84 青山学院大学 4
29 岩手大学 19 84 富山大学 4
29 横浜国立大学 19 84 金沢大学 4
31 鳥取大学 18 84 金沢工業大学 4
31 熊本大学 18 84 金沢医科大学 4
33 電気通信大学 17 84 中部大学 4
33 長岡技術科学大学 17 84 京都府立医科大学 4
33 山口大学 17 84 大阪電気通信大学 4
33 徳島大学 17 84 岡山県立大学 4
33 鹿児島大学 17 84 高知工科大学 4
33 琉球大学 17 98 北海道教育大学 3
39 千葉大学 16 98 公立はこだて未来大学 3
39 信州大学 16 98 前橋工科大学 3
41 東海大学 15 98 芝浦工業大学 3
42 奈良先端科学技術大学院大学 14 98 東京電機大学 3
43 京都工芸繊維大学 13 98 創価大学 3
44 大阪市立大学 12 98 麻布大学 3
44 近畿大学 12 98 名城大学 3
44 佐賀大学 12 98 滋賀県立大学 3
47 明治大学 11 98 京都産業大学 3
47 首都大学東京 11 98 京都薬科大学 3
47 福井大学 11 98 大阪医科大学 3
47 愛媛大学 11 98 岡山理科大学 3
51 小樽商科大学 10 98 県立広島大学 3
51 山形大学 10 98 福岡工業大学 3
51 北陸先端科学技術大学院大学 10 98 久留米大学 3
54 高知大学 9 114 室蘭工業大学 2
54 長崎大学 9 114 帯広畜産大学 2
56 群馬大学 8 114 北海道医療大学 2
56 情報科学芸術大学院大学 8 114 仙台高等専門学校 2
56 大分大学 8 114 東北学院大学 2
59 岩手県立大学 7 114 東北工業大学 2
59 茨城大学 7 114 福島大学 2

順位 大学名 2015年度 2016年度 2017年度
1 東京大学 189 216 245
2 京都大学 86 97 140
3 筑波大学 73 76 98
4 大阪大学 79 74 93
5 九州大学 63 70 81
6 早稲田大学 65 62 74
7 名古屋大学 33 38 69
8 東北大学 50 53 56
9 東京工業大学 53 50 53

10 デジタルハリウッド大学 42 43 52
11 慶應義塾大学 40 42 51
12 北海道大学 48 48 49
13 龍谷大学 33 36 43
13 広島大学 39 38 43
15 九州工業大学 43 39 39
16 神戸大学 24 26 31
16 岡山大学 29 28 31
18 会津大学 28 29 29
19 名古屋工業大学 21 21 27
20 立命館大学 29 32 26
21 グロービス経営大学院大学 0 23 24
22 同志社大学 18 16 23
23 日本大学 17 14 21
23 静岡大学 20 19 21
23 三重大学 21 20 21
26 東京農工大学 21 19 20
26 光産業創成大学院大学 26 25 20
26 大阪府立大学 20 19 20
29 岩手大学 18 17 19
29 横浜国立大学 15 17 19

大学別の大学発ベンチャー数の推移

出典：経済産業省「平成29年度大学発ベンチャー調査」
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大学発ベンチャー支援に関する大学でのボトルネック

 大学発ベンチャー支援についてのボトルネックを選択式で聞いたところ、起業志向学生の
数よりも、大学としての支援体制の不足への指摘の方が多い。

n=423（複数回答）

出典：経済産業省「平成29年度地方産学官連携に関する実態調査」

0 20 40 60 80 100 120 140 160

大学発ベンチャー支援のためのノウハウ専門知識

大学発ベンチャー支援窓口の人員不足

大学発ベンチャーへの金銭的支援の枠組みがない

起業志向学生の少なさ

学内の利益相反

起業志向学生へのプログラム提供にかかる手間

地元企業からの理解（プログラム実施投資など）

その他

回答大学数（件）

大学発ベンチャー支援のボトルネック
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大学による大学発ベンチャーの株式取得
 大学によるベンチャーの株式取得は少数にとどまる。

出典：経済産業省調査（平成28年度実績。431大学から回答）

大学発ベンチャーの株式保有

７大学（うち国立４大学） １４件
知財ライセンス・譲渡の対価 ３件

出資 ８件
寄附 ４件 （取得事由は複数回答）

ストックオプション保有

６大学（うち国立５大学） ２０件
知財ライセンス・譲渡の対価 １９件

寄附 １件
株式の売却

２大学 ３件
＊資産運用目的や学内の福利厚生のための企業の株保有を除く。
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大学発ベンチャーを主な投資先とするベンチャーキャピタル等（１/２）

ベンチャーキャピタル名 関連大学 大学との関係

1
東北大学ベンチャーパート
ナーズ（株）

東北大学
東北大学が出資
【官民イノベーションプログラム】

2
東京大学協創プラットフォーム
開発（株）

東京大学
東京大学が出資
【官民イノベーションプログラム】

3 （株）東京大学エッジキャピタル東京大学
東京大学の技術移転関連事業者。東京大学協創
プラットフォーム開発（株）がファンドに出資

4 Beyond Next Ventures（株） 東京大学
東京大学協創プラットフォーム開発（株）がファンド
に出資

5
（株）ファストトラックイニシア
ティブ

東京大学
東京大学協創プラットフォーム開発（株）がファンド
に出資

6 レミジェス・ベンチャーズ（株） 東京大学
東京大学協創プラットフォーム開発（株）がファンド
に出資

7 グローバル・ブレイン（株） 東京大学
東京大学協創プラットフォーム開発（株）がファンド
に出資

8 360ipジャパン（株） 東京大学
東京大学協創プラットフォーム開発（株）がファンド
に出資

9 （株）みらい創造機構 東京工業大学 東京工業大学と組織的連携協定

出典：経済産業省調査
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ベンチャーキャピタル名 関連大学 大学との関係

10 ウエルインベストメント（株） 早稲田大学 早稲田大学教授が経営陣として参入

11
（株）慶應イノベーション・イニ
シアティブ

慶應義塾大学 （株）慶應学術事業会が出資

12
アストマックス・ファンド・マネジ
メント（株）

東京理科大学
東京理科大学とベンチャーファンドの創設を合意。
東京理科大学インベストメント・マネジメント㈱が投
資先への経営及び技術指導を行う。

13 日本ベンチャーキャピタル（株）
名古屋大学・岐阜大学・豊
橋技術科学大学・名古屋
工業大学・三重大学

５大学とベンチャーファンドの創設を合意。
京都大学が認定。

14
京都大学イノベーションキャピ
タル（株）

京都大学
京都大学が出資
【官民イノベーションプログラム】

15 みやこキャピタル（株） 京都大学 京都大学が認定。

16
大阪大学ベンチャーキャピタル
（株）

大阪大学
大阪大学が出資
【官民イノベーションプログラム】

17 QBキャピタル合同会社 九州大学 （株）産学連携機構九州（九州大学出資）が出資

大学発ベンチャーを主な投資先とするベンチャーキャピタル等（２/２）

出典：経済産業省調査
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大学発ベンチャーをとりまく環境
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各国のイノベーション・エコシステム①

出典：産構審新産業構造部会資料（2017年3月）
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各国のイノベーション・エコシステム②

出典：産構審新産業構造部会資料（2017年3月）
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テクノロジー発展の方向性
今後、ＡＩやＩｏＴが様々な分野に広がり、新たな価値を創造。

出典：経済産業省「Connected Industries 東京イニシアティブ」（2017年10月）
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個人のキャリア形成の方向性

 長寿化による“時間の恩恵” → AgeとStageが独立、個人の時間軸を受容することが重要に
 ＡＩ等の技術の進歩による中程度スキルの雇用空洞化→高スキル人材の重要性↑、不確実性↑
 新しいエコシステム、「ワーク」「ライフ」の統合→高度な創造性を備えた集積地の核は世界レベル大学

 

１００年人生による人生のマルチステージ化

出典：経済産業省 我が国産業における人材力強化に向けた研究会・人材像ＷＧ 第１回資料
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起業家育成の取組

各大学及び投資会社では、連携して起業家育成のための支援を実施。

東大・東大IPC 京大・京都iCAP

阪大・阪大VC 東北大・東北大VP
ｼﾞｬﾊﾟﾝ･ﾊﾞｲｵﾃﾞｻﾞｲﾝﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ(2015～)
・医療機器ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ人材育成のための
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄﾍﾞｰｽﾗｰﾆﾝｸﾞ形式。期間10か月。

・対象者は医療機器開発を目指す学生、
実務経験者等。公募、面接により決定。

GTEP（起業家育成プログラム）
・大学院生や研究者などの人材が、事業化のためのマインドセットやスキルを身
に着けるための教育プログラム。集中セミナー、海外研修、事業化実践教育
等を実施。

・本プログラム受講者のうち、3年間で15社が起業に至っている。

UTokyo 1000K
・東大現役学生限定の技術製品アイデアコ

ンテスト。
・賞金総額は100万円。

Spring / Summer Founders Program
・ビジネス化を前提としたプロトタイプ製作＆展開支援プログラム。

Falling Walls Venture Sendai(2016～)
・科学を基礎としたベンチャー、VC、
投資家が集まる国際フォーラム。

・全国のｻｲｴﾝｽｽﾀｰﾄｱｯﾌﾟ企業が対象。
・優勝者にはﾍﾞﾙﾘﾝ本選出場権を付与。
・2017は投資先企業が代表選出。

Todai to Texas
・テキサス州で開催されているサウスバイサウス
ウエストフェスティバルで展示を行うプログラム。

出典：各大学及び投資会社のHPより経済産業省作成

Entrepreneur Candidate Club（ECC-iCAP）の運営
・将来の経営者候補を発掘するための組織。
・定期的なイベント開催や情報提供等により、
京大での研究成果の事業化を模索している
研究者と起業家候補のマッチングを目指す。

・アントレプレナーの育成・確保施策。

EDGEプログラム（2014.10～2017.3）
・技術を社会実装するための2週間集中プログラムを

UCSD（カリフォルニア大学サンディエゴ校）と実施
・期間内5回実施、のべ約50人が受講
・EDGEプログラム終了後は本プログラムを内製化し、

正規科目として工学研究科で開講
OUVCインターンシップ（2016～）
・案件発掘～審査付議の実務を担当(3ヵ月)。

VB起業の苦労をVCの立場から習得する。
・これまで起業志望の学生3名受入れ。今後も

継続的に年間10名程度を受入れ。
・調査費用等の付随費用をOUVCが負担。
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事業会社と研究開発型ベンチャーの連携
事業会社と研究開発型ベンチャーとの戦略提携やM&Aが進んでおらず、人材や資金、

知的資産等が埋没。
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分野 事業名 支援内容 窓口

アドバイス
支援

医療系ベンチャー・
トータルサポート事業

医療系ベンチャー企業等からの相談に対し、各分野
の専門家とのマッチングやプレゼン資料作成等を支
援。

厚生労働省医政局経済課ベン
チャー等支援戦略室
TEL：03-3595-2421

情報発信 大学発ベンチャー表彰 大学等の成果を活用して起業したベンチャーのうち、
今後の活躍が期待される優れた大学発ベンチャーを
表彰するとともに、特にその成長に寄与した大学や
企業などを表彰。

文部科学省科学技術・学術政
策局産業連携・地域支援課
TEL:03-6734-4023
経済産業省産業技術環境局大
学連携推進室
TEL:03-3501-0075

大学発ベンチャーデー
タベース

大学発ベンチャー約400社分の基礎情報を掲載。
URL:http://www.meti.go.jp/policy/innovation_corp/
univ_startups_db/

経済産業省産業技術環境局大
学連携推進室
TEL:03-3501-0075

事業化支援 内閣府オープンイノ
ベーションチャレンジ

国の機関が有する具体的ニーズに対し優れた提案
を行う研究開発型中小・ベンチャー企業を認定し、ア
ドバイザーからの助言と事業会社等とのマッチング
の機会の提供等を実施。

内閣府政策統括官（科学技術・
イノベーション担当）付
TEL:03-6257-1329

大学発ベンチャー関連施策（2/2）

※「ベンチャー・チャレンジ2020」（日本経済再生本部決定（2016年4月））に掲載されているベンチャー支援施策を中心に、大学発ベンチャーが活用で
きる支援を抜粋する等して作成しています。


